
令和２年度 第１回 日進市地球温暖化対策地域協議会 次第 

 

 

日 時：令和２年９月１７日（木） 

                      午前１０時～正午 

場 所：市民会館 ２階会議室 

 

 

１ あいさつ 

 

 

 

 

２ 議 題 

  

（１）令和２年度事業計画進捗状況について 

 

 

 （２）令和３年度事業提案について 

 

 

 （３）その他 
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出席者名簿 
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中部大学中部高等学術研究所 博士 原 理史 
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日進市地球温暖化対策地域協議会について 

【法律の根拠】 

 「地球温暖化対策の推進に関する法律」第４０条第１項において、「地方公共団体、

地域センター、地球温暖化防止活動推進員、事業者、住民その他の地球温暖化対策の

推進を図るための活動を行う者は、日常生活に関する温室効果ガスの排出抑制等に関

し必要となるべき措置について協議するため、地球温暖化対策地域協議会（以下「地

域協議会」という）を組織することができる。」と定められている。 

 

【目的】 

 ２０１８年度に見直しを行った「日進市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」（以

下「実行計画」という。）では、地球温暖化の原因である温室効果ガスの一つである二

酸化炭素の排出量を削減するため、２００７年度を基準として、２０２３年度までに

１１．５％の削減、２０３０年度までに２３％の削減を目標としている。 

 計画では目標を達成するために、市民・事業者・行政がそれぞれの役割を踏まえ、

主体的に活動する必要がある。 

 そのために、地球温暖化対策に対する情報を共有し各々の主体的な行動に結びつけ

るとともに、本市における地球温暖化対策を推進する場として、平成２４年度より地

域協議会を設置するものである。（日進市附属機関の設置に関する条例に規定） 

 

【協議会で行う事務】 

 市民、事業者及び市の共働の下に、地球温暖化に関して必要な取組等について調査

審議することを担当事務とされている。 

 

【協議会の委員構成】 

 委員定数は、１５人以内。 

 さまざまな立場の委員の意見を広く求めるとともに情報を共有するため、委員構成 

は次のとおりとする。 

（１） 学識を有する者           

（２） 事業者               

（３） 公募の市民             

（４） その他市長が必要と認める者   

   

【任期】 

 任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、同一の附属機関等における委員の在任

期間は、就任時において通算して１０年を超えてはならないとされている。 

 

【委員報酬】 

 報酬の金額は７，０００円とする。これは附属機関の委員に対する本市の一般的な

基準額である。 

 但し、国や地方公共団体の常勤の職員については、これを支払わないものとする。 

 

【庶務】 

 協議会の庶務は、環境課が行う。 
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令和 2 年度 にっしん省エネ倶楽部 COOL CHOICE 促進ネットワーク事業 

実施項目 

令和 2 年 8 月 

一般社団法人環境創造研究センター 

 

【令和元年度実行委員会の評価・提言事項】 

ア．家庭における省エネの普及啓発の一層の継続・展開・深化 

イ．選択する場面の具体的な行動化を促進する効果的啓発キャンペーンの工夫 

ウ．エコモビリティ普及啓発の推進 

エ．クールライフハンドブックの改定と活用 

オ．未来への語り部と若い世代の交流推進 

 

【実施内容】 

１．多世代連携によるエコライフ普及啓発の展開 

(1)未来への語り部による「未来への茶飲み話会」の開催 

・「未来への茶飲み話会」の企画・準備 

・「未来への茶飲み話会」の開催・運営（3 回： ども、学 、主婦等市 ） 

(2)高校生 WS の開催 

・高校生ワークショップの企画・準備    

・高校生ワークショップの実施・運営（3 回） 

(3)日子連子ども会大会への高校生ブース出展【例年の規模では中止、小規模で検討中】 

・日子連子ども大会ブース出展準備     

・日子連子ども大会ブース出展・運営（1 回） 

 【代替事業（案）】 

   ・高校生による子ども省エネ教室（放課後子ども教室、学童保育等を想定、1 回）  

 

２．エコ外出マップ作成ワークショップ開催とエコモビリティ普及啓発の実施 

(1)市 やユースによるエコ外出マップ作成 WS の開催 

・エコ外出マップ作成 WS の企画・準備 

・エコ外出マップ作成 WS の開催（10 人程度、3 回） 

・「エコ外出マップ」のデザイン編集（A3 程度、500 部）【ナッジの活用】 

(2)エコモビリティに関するセミナー（WS 成果 PR を兼ねて）の実施 

・エコモビリティセミナーの企画・準備 

・エコモビリティセミナーの開催（30 人程度、1 回） 

○交通の専門家の講演（（公財）：豊田都市交通研究所の研究員 

○低炭素交通ゲームを用いた参加型ワークショップ 



３．地元販売店によるエコモビ推進キャンペーンの展開  

（1）エコモビ推進キャンペーンの概要 

・地元のエコカー、バイク、自転車の販売店、バス等の運営会社などに呼びかけ 

・地元販売店による「エコモビ推進キャンペーン」の展開（10 店舗程度 1 ヶ月） 

（2）エコモビ推進キャンペーンの手順・方法 

・市の広報、及び広報チラシ（A4、500 部）を用いてキャンペーンを周知 

・「エコライフ見える化ラベル」等啓発ツールの活用 

・環境まちづくりサポーターズポイントの活用 

 

４．X 博士の子ども省エネ教室による家庭へのエコライフ普及啓発の展開 

(1)子ども省エネ教室の開催【ナッジの活用】 

・子ども省エネ教室の企画・準備調整（放課後子ども教室、学童保育等）  

・子ども省エネ教室の開催・運営（4 回） 

・家庭へのエコライフトライアルアンケートのフィードバック 

(2)「にっしん市 まつり」へのブース出展【中止】 

・市 まつりブース出展準備（X 博士による COOL CHOICE の〇×クイズ）  

・市 まつりクイズボード紙芝居のブース出展（1 日） 

  【代替事業（案）】 

   ・子ども省エネ教室の開催（2 回追加） 

 

５．エコライフ自己点検の実施と転入者へのエコライフ普及啓発の展開 

(1)「環境まちづくりサポーターズポイント」抽選会等でのエコライフ自己点検の実施 

   ・エコライフ健診（自己点検票）の検討 

・抽選会等でのエコライフ自己点検の実施（1 か月程度） 

・エコライフ自己点検のフィードバック 

(2)転入者への COOL CHOICE の普及啓発（3 か月間） 

・「にっしんクールライフリーフレット」の作成（A3 表裏、600 部）と配布 

・「エコライフ見える化ラベル」の作成（A4、2 枚、各 200 部）と配布 

・エコライフ健診（自己点検票）の作成（A4、500 部）と配布 

 

 

【推進体制】 

１．実行委員会 

 連携団体や関係者による実行委員会を組織し２回開催する。第１回では当初段階におけ

る計画内容の共有化を図り協働事項を確認する。第２回では、事業終了段階で報告を行うと

ともに内容を評価し、次年度以降の普及啓発にフィードバックする。 



① 第 1 回実行委員会（9 月 15 日実施） 

   ② 第 2 回実行委員会（2 月実施予定） 

 

２．担当者会議 

 関係者のコアメンバーで月１回程度の打合せを持ち、円滑な事業の運営を図る。 

 

 

【成果のとりまとめ】＜工期：令和 3 年 2 月 12 日(金)＞ 

１，事業の評価・分析 

  ① 波及規模、（COOL CHOICE 賛同数）等の整理 

  ② エコライフトライアルアンケートの集計・分析 

  ③ 実施結果の評価・分析 

 

２．成果のとりまとめ 

  ① 事業報告書(20 部) 

  ② 概要版（普及啓発リーフレット/A3 折り、100 部） 



資料５






